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アジェンダ

１．食品製造業の構造理解
２．国内他産業との比較
３．海外食品製造業との比較
４．生産性向上に向けた課題と解決方向
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食品製造業の構造理解:モノづくりの特性
・一般的なモノづくり（代表としては自動車業界）は、人的労働力への依存を脱却し、生
産性を高める目的で設備化・自働化を進めるために標準化、共通化、汎用化をメガメー
カーのステークホルダー内部、もしくは業界単位で推進してきた。

・食品製造業では人の確保による生産出来高の確保が最優先であり、こうした環境整備
（マネジメント管理指標設計や人材育成など）が進んでこなかったと考えられる。

業種別・作物別に
ソリューションが細分化

標準化・工程設計
といった改善発想が

薄い

モノづくりの一般的発想
・共通化/汎用化
・標準化
・稼働率管理

食品製造業の特徴
・専用化
・カスタマイズ
(個別設計)
・出来高管理



4©2023 JMA Consultants Inc.

国内他産業との比較

出所:経済産業省「平成29年企業活動基本調査」、「経済センサス－活動調査」よりJMAC作成

投資が少なく、機械化率が低い 機械産業の参入が低い
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＜出所＞
設備投資額、設備装備率、設備投資効率
→財務総合政策研究所「法人企業統計調査」よりJMAC作成
（設備投資額=ソフトウェアを除く設備投資÷母集団（企業数） ）
（労働装備率=有形固定資産÷従業員数）
（設備投資効率=付加価値額÷有形固定資産）

＜機械産業の参入 出所＞
機械産業市場比率→農業市場規模 農林水産省統計部「生産農業所得統計」

食品製造業市場規模 農林水産省「農業・食料関連産業の経済計算」
農業・食品機械市場規模 日本農業機械工業会「日農工統計」
よりJMAC作成

（機械産業市場規模率=機械産業市場規模÷製造業市場規模）
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参考:モノづくりにおける生産性向上の成果指標イメージと代表的施策

・一般的には生産性は出来高ではなく、工程で把握、管理され、改善目標を設定する
・食品製造業では以下のような指標体系・データが整備されていることは必ずしも一般的で
はないと考えられる。

・個々の施策は各企業実践しているが、生産性指標よりコストダウン目標が優先されてい
る現状。
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生産性向上の基本的な考え方

• 食品産業の生産性向上を考えるにあたっては、VE（Value Engineering）※１の発
想で検討する。

• 最大の顧客価値（ニーズ）を実現し、それに対して最小限のコストを掛けることが継続
的に実現できれば高い生産性を実現できる。
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※１ 製品やサービスの「価値」を、それが果たすべき「機能」とそのためにかける「コスト」との関係で把握し、 システム化された手順によって「価値」の向上を
はかる手法（公益社団法人日本バリュー・エンジニアリング協会）

※２ 食品の購入・消費における消費者が最低限必要とする機能（JMAC想定）
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生産性向上の方向性
• 業種別に生産性の実態も構造も異なる。
• 高付加価値（顧客価値・アウトプットの向上）方向（縦軸）と設備化や自働化、水

平統合によるによる量産能力強化が基本的な方向性。

経済産業省「工業統計」(2018年)を元にJMAC作成

・高付加価値化(付加機能強化)
・基本コストの低減(例:運搬費の低減)
→追加コストの早期圧縮

・設備化(ハード)促進(共通設備・標準化)
・自動化(ハード＋ソフトウェア)促進
・大ロット化(設備大型化→小型設備高稼働化）
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生産性向上の対応方向性
• 業種別に、生産性向上に関して構造的に整理し、課題抽出する考え方が重要。
• 食品業界は個社対応が進む傾向があるため、業界横断的な課題は、別途垂直・水平統合の考

え方で対応策を検討、実証していくことが重要と考えられる。
• 自社作業を特殊なもの、とせず、標準化・汎用化する取り組みを継続していく必要があり、そのため

の人材育成（教育カリキュラム）の整備も必要。

方向性１
顧客価値/コストの

バランス※

方向性３
インプット低減
(コスト効率化）

方向性２
アウトプット向上
（機能価値向上）

業界横断的課題

個別課題

商習慣

商品特性

ニーズ変化対応

計画情報の効率伝達

仕組み改善
(バリューチェーン上のロス)

製造原価最小化

原料活用度向上

物流費効率化

・単位重量当たり輸送・販売費用の最小化
（物流主導の通い箱、輸送・販売容器の統一

など）
・同一の顧客価値提供の製品ラインナップの見直

し（小売主導のPBと一般品の商品構成絞り
込みなど）

・最終加工の効率最大化のための、原料加工度
の標準化（原料調達時主導のトリミング、半
加工原料の共通化など)

・製品、業種別製品企画・製造技術・顧客基盤
の必要要件、技術革新要素の抽出

・市場規模拡大に向けた、良品廉価原料の取引
プラットフォーム、製造情報の活用(生産分担・
間接業務の共通化)

・商品特性別の製造・物流・販売のコンソーシアム
的企業連携

・季節波動の余力を活用したリソース活用
・容器仕様から共通度を高めた共同配送
・各社の保有機能を相互共有、需要への柔軟な

対応ができる情報基盤構築

※同一のアウトプット/インプット比率の場合、
VE的観点のみではなく商品構成戦略・市場規模拡大が必要となる
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水平統合・分業

企業間連携

商圏設定

人材育成・教育カリキュラム整備

垂直統合的対策（例）

水平統合的対策（例）


